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福祉情報学の構想
An Essay on The New Paradigm of Information 





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（年） 8 9 10 11 12 17
最終消費財市場 285 8］8 1，665 3，500 6，23379，652













（年） 9 10 11 12 17
インターネット関連市場 26，661 39，874 63，958 90，798 260，285







（年度） 7 8 9 10 11 12
ワープロ 42．6 41．7 50．0 46．9 44．2 45．3
パソコン 16．3 22．3 28．8 32．6 37．7 49．3
ファクシミリ 16．1 20．7 26．4 31．9 34．2 39．7
携帯電話 10．6 24．9 46．0 57．7 64．2 73．8













































































































































































固定電話 1X携帯電話IS 無線呼出し 通信用以外9｜z 通信用7ζ 通信異ζン 携帯情報端末 ζζア無線 膓ζ奪ト等 緊急通報装置 無回答
障害者全体 141674 49 309205 811 7 4 01 4 3
視覚障害 3619020 395123158 2 7 0 1 1 3
聴覚障害 47750 872018244 4 149 00 02 1
音声・言語障害 5550 83 2518 235 1 189 1 一 1 5 5
肢体不自由 523 85 37 324236 711 7 6 一 1 7 3
高齢者 46592199 38 1 3 2 5 0 0 03 1
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［コ視覚障害者　　［：］聴覚障害者　　■肢体不自由者
図表②インターネット等の利用状況
　　　　　　　　　　　0　　　　　10　　　　20　　　　30　　　　40　　　　50　　　　60　　　　70　　　　80　　　　90
障害者全体
視覚障害者
聴覚障害者
肢体不自由者
100（％）
［コパソコン通信を利用している　　［：］インターネットを利用している
■■1パソコン通信とインターネットの両方を利用している　　■■知っているが、どちらも利用していない
■知らない
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図表④　インターネット等の利用により、生活がよい方向に変わった理由（複数回答）
　情報収集（発信）がしやすくなった
　　　　　　　趣味・娯楽が増えた
　　　　　　　交流範囲が広がった
　　　　　　仕事がしやすくなった
　　　障害のハンディを補うことが
　　　　　　　できるようになった
文字情報を送受信できることで、自分
　の意見や知識を表現しやすくなった
　　　情報化社会から取り残される
　　　　　という不安が解消された
　　　　　　学習がしやすくなった
　　　　　　買い物が便利になった
　　　　　　　　　　　特にない
　　　　　　　　　　　　その他
0　　　　　　　　10　　　　　　　20　　　　　　　30　　　　　　　40　　　　　　　50 60　　　　70
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図表⑥　携帯電話又はPHSの利用により、生活がよい方向に変わった理由（聴覚障害者・複数回答）
　　　　　　　　安心して外出できるようになった
文字情報を送受信できることで通話がしやすくなった
　　障害のハンディを補うことができるようになった
　　　　　　　　　　　　　交流範囲が広がった
　　　　　　　情報収集（発信）がしやすくなった
　　　　　　　　時間が有効に使えるようになった
　　　　　　　　　　　　仕事がしやすくなった
　　　　　　　　　　　　　趣味・娯楽が増えた
　　　　　　　　　　　　学習がしやすくなった
　　　　　　　　　　　　　　　　　　特にない
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他
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「障害者アンケート」により作成
3．国民生活のlT化の課題と領域の複合
　性
　以上、国民生活におけるIT化の現状と新たな
課題であるデジタル・ディバイドについて見てき
たが、こうした状況のもとで社会福祉の視点から
見た場合どのような課題があるのかを考えてみた
い。平成13年版厚生労働省白書は、現在のIT化
について次のように記述している。
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　　　　　　　　　　　　　　　平成13年版厚生労働省白書
　第1章個人をとりまく社会経済情勢の変化
　　第1節　心身面での状況の変化
　　　4．障害者の生活の質の向上のために
（2）障害者の生活の質の向上
　急速な情報通信技術（lnformation　Technology：IT）の発展に伴い、情報通信が日常的な生活、コミェニケー
ションから、就労や生涯学習まであらゆる場面に活用されるようになってきている。こうした社会環境の情報
ヒに伴い、障害のある人においても自由にこのような情報通信を活用し、より多くの人とのコミュニケーショ
ンを図るといったことが可能となるよう必要な支援を行っていくことが重要である。（28頁）
　　第3節　家族・職場・地域社会等との関係の変化
　　　3．地域社会の中における個人
（5）　工丁による社会参加の推進
　近年、情報通信技術（Information　Technology：IT）の急速な発展に伴い、インターネットやモバイル通信
（携帯電話等）といった新しい人と人との交流手段がひろがりを見せている。
　インターネットについては、これまで人と人との交流に内在していた時間と距離という制約を克服し、多種
多様な情報へのアクセスを可能にするとともに、新たなコミ＝ニケーション手段を提供するという点で、大き
な意味を持っている。
（中略）インターネットは社会との関わりを持つ上で大きな意味を持っており、社会参加の促進に重要な意味
を持つ機器として注目されている。
（中略）
　これら情報通信技術は、これまで社会参加の機会が比較的少なかった高齢者や障害者の自立や社会参加の幅
を広げる手段として注目されている。（中略）情報通信技術の進歩は健常者のみならず、障害老や高齢者などの
暮らしや仕事を飛躍的に便利かつ効率手的にするものとして期待される。（101頁）
　ここにみられるのはITの発展は、新たな交流
・コミュニケーションの手段（社会参加の促進）
と暮らしや仕事上のイノベーションの契機（IT
による「バリア：障害」の克服）となるものであ
り、高齢者・障害者等の障害のある人にとってと
りわけ大きなインパクトを与えるものであるとい
う認識であり、現時点でのITについての共通認
識だといえよう。言い換えるならば、「情報への
バリアフリー」と「情報（技術）によるバリアフ
リー」の2つのことを課題としてとらえていると
いえる。こうした視点からこれまで、様々な調査
研究がおこなわれてきている。近年では、「ライ
フサポート（生活支援）情報通信システム推進研
究会調査研究報告書」（1998年）、「「情報バリアフ
リー」環境の整備の在り方に関する研究会報告
書」（1999年5月）、「「情報バリアフリー懇談会報
告一21世紀に向けた情報バリアフリー環境整備の
ための課題一」（2000年2月）、「高齢者・障害者
の情報通信利用に対する支援の在り方に関する研
究会報告書」（2000年5月）などの研究報告がな
されている。政策的には、現在「e－Japan重点計
画」で国家的に推進されている。
　これらの調査研究及び政策において共通してい
るのは、その前提として「情報へのバリアフ
リー」と「情報（技術）によるバリアフリー」の
2つを課題としてとらえていることである。そし
て、関わっているのは行政、民間企業、NPO、
当事老組織、研究者などであり、研究領域も社会
福祉学、工学、リハビリテーション医学、情報
学、教育学など広い範囲に及んでいる。また、民
間企業も電気通信事業、放送事業、通信機械工
業、ソフトウエア事業と複数の領域にまたがって
いる。
　例えば、「ライフサポート（生活支援）情報通信
システム推進研究会調査研究報告書」（1998年）
では、予想される「ライフサポート（生活支援）
情報通信システム」（以下「生活支援ITシステ
ム」と略称）として次頁に掲げたような構想を提
示しているが、「生活支援ITシステム」とそれ
を支える制度及び情報通信基盤の整備を必要な要
素としている。この構想は、「情報へのバリアフ
リー」と「情報（技術）によるバリアフリー」の
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2つの課題に取り組んでいく上で関連する領域を
よく整理しているといえよう。それぞれのいわば
サブシステムが固有の内容と課題をもちつつも、
それが全体システムのなかで位置づけられていな
ければならないのである。即ち、国民生活に直接
関係するIT化とは、複数の「課題群」とそれぞ
れの課題に対応する方法・技術を必要とするとい
うことを意味しているのである。
　こうした新たな「課題群」ともいうべき事象に
対しては新たな分析枠組みの可能性が検討されて
しかるべきであろう41）。IT化による社会環境の
変化の様相は、企業、行政のIT化と同時進行し
ていくものであり、デジタル・ディバイドカミ新た
な社会格差として生じてきていることなどを考慮
すると、工学的なアプローチだけでなく社会科学
的及び人文科学的なアプローチも必要となる。
　「ライフサポート（生活支援）情報通信システム推進研究会調査研究報告書」（1998年）
　第4章　ライフサポート（生活支援）情報通信システムの今後の展開
　　　　　　　　　1　ライフサポート（生活支援）情報通信システムの発展の方向性
（1）ライフサポート（生活支援）情報通信システムの将来モデル
　　このシステムは機能の高度化、統合化を図りつつ普及していくものと予想
　●予想されるシステム
　　①福祉サービス提供・支援システム
　　　ア．福祉サービス支援システム
　　　　（A　在宅健康管理システム、（d）訪問看護婦等支援システム
　　　　（V）介護保険関連システム
　　　イ．福祉サービス提供システム
　　　　（7）緊急時対応システム
　　　　　A．緊急通報システム、B．メーデーシステム
　　　　　C．行方不明老人等安全確認システム
　　　　（d）無障壁（バリアフリー）情報提供システム
　　②社会参加支援システム
　　　ア．生活コミ＝ニケーションネットワークシステム
　　　イ．音声ナビゲーションシステム
（2）ライフサポート（生活支援）情報通信システムを円滑に機能させる環境
　①　制度的側面
　　ア．情報の標準化・共有化
　　イ．プライバシーへの配慮
　　ウ．人的な支援
　　　　システムセッテング、使用中における機器の故障に対するアドバイス等を行うための人的支援（アド
　　　バイザーによるサポート）が必要。また人的支援を継続的に行うには、高齢者や障害者へのシステム構
　　　築、運用等を支援するアドバイザーを育成する社会的なシステムも必要。
　②　情報通信基盤面
　　ア．通信インフラ等の整備と費用
　③　その他
　　ア．コンテントの充実
4．国民生活のlT化と社会福祉の課題
　　　一新たなアプローチ：福祉情報学構
　　　　　築への要請一
福祉の市民化そして福祉情報へのユニバーサル
アクセスの検討から明らかになったことは、社会
福祉とIT化との関連について基本的な検討が求
められているということであった。この課題につ
いての検討はこれまでも社会福祉分野において行
われてきたが、社会福祉という枠組みのなかで検
討するだけでは限界・制約があるということであ
ろう。「情報へのバリアフリー」と「情報（技術）
によるバリアフリー」の2つの課題に対応するた
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めには、「生活支援ITシステム」とそれを支え
る制度及び情報通信基盤によって構成される全体
システムを構築しなければならないのであるか
ら、その際に、社会福祉の視点をどのように組み
込んでいくかということこそが問われているとみ
るべきであろう。何れにしても、国民生活のIT
化という課題群に対応する新たな分析枠組みカミ求
められているのである。
　固有のデaシプリンdisciplineによるアプロー
チではなく、学際的inter－discipiinaryなアプロー
チによって「問題解決のフレームワークを構築」
していくことが適切だということである。しか
し、忘れてならないのは、これまでの考察で明ら
かになったことは、国民生活のIT化は福祉の市
民化と障害者の市民化、福祉社会形成と密接に関
連しており、国民生活のIT化の推進は、なによ
りも個人に焦点をあて、その社会的自立を支え、
新たな交流・共同を創出していくことが目的で
あったことである。こうした文脈で、改めて整理
するならば、いま求められている国民生活とIT
化という課題群に対応する新たな（いわば学際的
interdisciplinaryな）アプローチは、福祉的視点
をその基礎に据えたものでなければならないとい
えよう。新たなアプローチの核になるのは福祉的
視点であるならば、例えば「福祉情報学」という
ような名称が適切だといえよう。
　これまで社会福祉学の構想カミ複数の研究者に
よって提起されてきた。そこで共通事項として確
認されているのは、社会福祉とは個人の社会的自
立・自律を実践的な課題としてきたこと、個人の
生活問題と社会経済の関連の解明を行ってきたこ
と、社会福祉発展の歴史的考察をとおして人間社
会の根底にある共同性を確認してきたことであ
る42）。特に「障害」について理論的実践的な解明
を行ってきたことは、バリアフリーを基本課題と
する工丁化にとって最も基本的な視点を提起する
ことカミできるものだといえよう。そうであるなら
ば、新たに構想される福祉情報学とは、IT化推
進に際しての学際的アプローチにおいて原論的な
位置を占めるものとなろう。
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